
１ ． 自己資本の構成に関する事項
（ 単位： 千円、 ％）

項　 　 　 　 　 目

令和３ 年度 令和４ 年度

経過措置に

よる不算入額

経過措置に

よる不算入額

コ ア資本に係る 基礎項目

普通出資又は非累積的永久優先出資に係る 組合員資本の額 6,532,161 6,944,264

う ち、 出資金及び資本準備金の額 3,756,073 3,696,076

う ち、 再評価積立金の額

う ち、 利益剰余金の額 2,924,972 3,382,920

う ち、 外部流出予定額（ △） 36,286 35,802

う ち、 上記以外に該当する も のの額 112,597 98,929

う ち、 優先出資申込証拠金の額

う ち、 処分未済持分の額（ △） 112,597 98,929

う ち、 自己優先出資申込証拠金の額

う ち、 自己優先出資の額（ △）

コ ア資本に係る 基礎項目の額に算入さ れる 引当金の合計額 111,464 113,708

う ち、 一般貸倒引当金コ ア資本算入額 111,464 113,708

う ち、 適格引当金コ ア資本算入額

適格旧資本調達手段のう ち、 コ ア資本に係る 基礎項目の額に含ま れ

る 額

う ち、 回転出資金の額 － －

う ち、 上記以外に該当する も のの額

う ち、 負債性資本調達手段の額

う ち、 期限付劣後債務及び期限付優先出資の額

公的機関によ る 資本の増強に関する 措置を 通じ て発行さ れた資本調

達手段の額のう ち、 コ ア資本に係る 基礎項目の額に含ま れる 額

土地再評価額と 再評価直前の帳簿価格の差額の四十五パーセント に

相当する 額のう ち、 コ ア資本に係る 基礎項目の額に含まれる 額
139,816 67,074

コ ア資本に係る 基礎項目の額（ イ ） 6,783,442 7,125,047
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（ 単位： 千円、 ％）

コア資本に係る調整項目
令和３ 年度 令和４ 年度

経過措置に
よる不算入額

経過措置に
よる不算入額

コ ア資本に係る 調整項目

無形固定資産（ モーゲージ・ サービ シン グ・ ラ イ ツ に係る も のを 除く 。） の額の合計額 514 12,658

う ち、 のれんに係る も のの額

う ち、 のれん及びモーゲージ・ サービシング・ ラ イ ツ に係る も の以外の額 514 12,658

繰延税金資産（ 一時差異に係る も のを除く 。） の額

適格引当金不足額

証券化取引によ り 増加し た自己資本に相当する 額

負債の時価評価によ り 生じ た時価評価差額であって自己資本に算入さ れる 額

前払年金費用の額

自己保有普通出資等（ 純資産の部に計上さ れる も のを除く 。） の額

意図的に保有し ている 他の金融機関等の対象資本調達手段の額

少数出資金融機関等の対象普通出資等の額

特定項目に係る 十パーセン ト 基準超過額

う ち、 その他金融機関等の対象普通出資等に該当する も のに関連する も のの額

う ち、 モーゲージ・ サービ シン グ・ ラ イ ツ に係る 無形固定資産に関連する も のの額

う ち、 繰延税金資産（ 一時差異に係る も のに限る 。） に関連する も のの額

特定項目に係る 十五パーセント 基準超過額

う ち、 その他金融機関等の対象普通出資等に該当する も のに関連する も のの額

う ち、 モーゲージ・ サービ シン グ・ ラ イ ツ に係る 無形固定資産に関連する も のの額

う ち、 繰延税金資産（ 一時差異に係る も のに限る 。） に関連する も のの額

コ ア資本に係る 調整項目の額 （ ロ ） 514 12,658

自己資本

自己資本の額（（ イ ） －（ ロ ）） （ ハ） 6,782,927 7,112,389

リ ス ク ・ アセッ ト 等　

信用リ ス ク ・ アセッ ト の額の合計額 60,794,989 57,418,296

資産（ オン ・ バラ ン ス ） 項目 60,746,081 57,379,825

う ち、 経過措置によ り リ ス ク ・ アセッ ト の額に算入さ れる 額の合計額 1,553,513 1,490,539

う ち、 他の金融機関等向けエク スポージャ ー

う ち、 土地再評価額と 再評価直前の帳簿価格の差額に係る も のの額 1,553,513 1,490,539

う ち、 上記以外に該当する も のの額

オフ ・ バラ ンス 項目 48,907 38,471

オペレ ーショ ナル・ リ ス ク 相当額の合計額を八パーセン ト で除し て得た額 4,442,386 4,586,549

信用リ ス ク ・ アセッ ト 調整額

オペレ ーショ ナル・ リ ス ク 相当額調整額

リ ス ク ・ アセッ ト 等の額の合計額 （ ニ） 65,237,375 62,004,845

自己資本比率

自己資本比率（（ ハ） ／（ ニ）） 10.39％ 11.47％

（ 注） １ ．「 農業協同組合等がその経営の健全性を 判断する ための基準」（ 平成18年金融庁・ 農水省告示第２ 号） に基づき

算出し ていま す。

　 　  ２ ． 当Ｊ Ａ は、 信用リ ス ク ・ アセッ ト 額の算出にあ っ ては標準的手法、 適格金融資産担保の適用については信用リ

ス ク 削減手法の簡便手法を、 オペレ ーショ ナル・ リ ス ク 相当額の算出にあたっ ては基礎的手法を 採用し ていま

す。

　 　  ３ ． 当Ｊ Ａ が有する すべての自己資本と リ ス ク を 対比し て、 自己資本比率を 計算し ていま す。
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①信用リ スクに対する所要自己資本の額及び区分ごとの内訳 （ 単位： 百万円）

令和３ 年度 令和４ 年度

信用リ スクアセッ ト
エクスポージャー

の期末残高
リスク・アセット額

ａ

所要
自己資本額
ｂ＝ａ ×４％

エクスポージャー
の期末残高

リスク・アセット 額
ａ

所要
自己資本額
ｂ＝ａ ×４％

現金 975 － － 1,098 － －

我が国の中央政府及び中央銀行向け 5,527 － － 9,465 － －

外国の中央政府及び中央銀行向け － － － － － －

国際決済銀行等向け － － － － － －

我が国の地方公共団体向け 2,585 － － 3,161 － －

外国の中央政府等以外の公共部門向け － － － － － －

国際開発銀行向け － － － － － －

地方公共団体金融機構向け － － － － － －

我が国の政府関係機関向け 1,402 － － － － －

地方三公社向け － － － － － －

金融機関及び第一種金融商品取引業者向け 76,446 15,289 612 74,642 14,928 598

法人等向け 445 418 16 488 412 16

中小企業等向け及び個人向け 2,296 1,546 62 2,100 1,428 57

抵当権付住宅ロ ーン 20,046 6,991 280 20,815 4,710 188

不動産取得等事業向け － － － － － －

三月以上延滞等 212 101 4 230 89 3

取立未済手形 10 2 0 － － 0

信用保証協会等保証付 3,210 314 12 3,435 335 13

株式会社地域経済活性化支援機構等によ る 保証付 － － － － － －

共済約款貸付 － － － － － －

出資等 － － － － － －

（ う ち出資等のエク ス ポージャ ー） － － － － － －

（ う ち重要な出資のエク ス ポージャ ー） － － － － － －

上記以外 － － － － － －

（ う ち他の金融機関等の対象資本等調達手段のう ち対象普通出資等及びその他外部
Ｔ Ｌ Ａ Ｃ 関連調達手段に該当する も の以外のも のに係る エク ス ポージャ ー）

－ － － － － －

（ う ち 農林中央金庫ま たは農業協同組合連合会の対象資本調達手段に係る エク ス
ポージャ ー）

6,567 16,417 657 6,567 16,417 657

（ う ち特定項目のう ち調整項目に算入さ れない部分に係る エク ス ポージャ ー） － － － － － －

（ う ち総株主等の議決権の百分の十を 超える 議決権を 保有し ている 他の金融機関等
に係る その他外部Ｔ Ｌ Ａ Ｃ 関連調達手段に関する エク ス ポージャ ー）

－ － － － － －

（ う ち総株主等の議決権の百分の十を 超える 議決権を 保有し ていない他の金融機関
等に係る その他外部Ｔ Ｌ Ａ Ｃ 関連調達手段のう ち、 その他外部Ｔ Ｌ Ａ Ｃ 関連調達
手段に係る ５ ％基準額を上回る 部分に係る エク ス ポージャ ー）

－ － － － － －

（ う ち上記以外のエク ス ポージャ ー） 18,260 18,163 727 17,717 17,609 704

証券化 － － － － － －

（ う ちＳ Ｔ Ｃ 要件適用分） － － － － － －

（ う ち非Ｓ Ｔ Ｃ 要件適用分） － － － － － －

再証券化 － － － － － －

リ ス ク ・ ウ ェ イ ト のみなし 計算が適用さ れる エク ス ポージャ ー － － － － － －

（ う ちルッ ク ス ル―方式） － － － － － －

（ う ちマン デート 方式） － － － － － －

（ う ち蓋然性方式（ 250% ）） － － － － － －

（ う ち蓋然性方式（ 400% ）） － － － － － －

（ う ちフ ォ ールバッ ク 方式） － － － － － －

経過措置によ り リ ス ク ・ アセッ ト の額に算入さ れる も のの額 － 1,554 62 － 1,490 60

他の金融機関等の対象資本調達手段に係る エク ス ポージャ ーに係る 経過措置によ り
リ ス ク ・ アセッ ト の額に算入さ れなかっ たも のの額（ △）

－ － － － － －

標準的手法を適用する エク ス ポージャ ー別計 － － － － － －

Ｃ Ｖ Ａ リ ス ク 相当額÷８ ％ － － － － － －

中央清算機関関連エク ス ポージャ ー － － － － － －

合計（ 信用リ ス ク ・ アセッ ト の額） 137,981 60,795 2,432 139,718 57,418 2,296

（ 注） １ ．「 リ ス ク ・ アセッ ト 額」 の欄には、 信用リ ス ク 削減効果適用後のリ ス ク ・ アセッ ト 額を原エク ス ポージャ ーの種類ごと に記載し ていま す。

　 　  ２ ．「 エク ス ポージャ ー」 と は、 リ ス ク にさ ら さ れている 資産（ オフ バラ ン ス を 含む） のこ と をいい、 具体的には貸出金や有価証券等が該当

し ま す。

　 　  ３ ．「 三月以上延滞等」 と は、 元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から ３ カ月以上延滞し ている 債務者に係る エク ス ポージャ ー及び「 金

融機関向け及び第一種金融商品取引業者向け」、「 法人等向け」 等においてリ ス ク ・ ウ ェ イ ト が 150％になっ たエク ス ポージャ ーです。

　 　  ４ ．「 出資等」 と は、 出資等エク ス ポージャ ー、 重要な出資のエク ス ポージャ ーが該当し ま す。

　 　  ５ ．「 証券化（ 証券化エク ス ポージャ ー）」 と は、 原資産にかかる 信用リ ス ク を 優先劣後構造のあ る 二以上のエク ス ポージャ ーに階層化し 、

その一部ま たは全部を第三者に移転する 性質を有する 取引にかかる エク ス ポージャ ーのこ と です。

　 　  ６ ．「 経過措置によ り リ ス ク ・ アセッ ト の額に算入さ れる も の」 と は、 土地再評価差額金に係る 経過措置によ る リ ス ク ・ アセッ ト の額およ び

調整項目にかかる 経過措置によ り なお従前の例によ る も のと し てリ ス ク ・ アセッ ト の額に算入し たも のが該当し ま す。

　 　  ７ ．「 上記以外」 には、 未決済取引・ その他の資産（ 固定資産等）・ 間接清算参加者向け・ 信用リ ス ク 削減手法と し て用いる 保証ま たはク レ

ジッ ト デリ バティ ブの免責額が含ま れま す。

２ ． 自己資本の充実度に関する事項
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②オペレーショ ナル・ リ スクに対する所要自己資本の額及び基礎的手法の額 （ 単位： 百万円）

令和３ 年度 令和４ 年度

オペレーショ ナル・ リスク相

当額を 8％で除して得た額

ａ

所要自己資本額
ｂ = ａ ×4％

オペレーショ ナル・ リスク相

当額を 8％で除して得た額

ａ

所要自己資本額
ｂ = ａ ×4％

4,442 178 4,586 183

（ 注） 当Ｊ Ａ では、 オペレ ーショ ナル・ リ ス ク 相当額の算出にあたって、 基礎的手法を 採用し ていま す。

＜オペレ ーショ ナル・ リ ス ク 相当額を８ ％で除し て得た額の算出方法（ 基礎的手法） ＞

　 粗利益（ 正の値の場合に限る ） ×15％）の直近３ 年間の合計額　  
÷　 ８ ％

　 直近３ 年間のう ち粗利益が正の値であった年数

（ 単位： 百万円）

令和３ 年度 令和４ 年度

リ スク ・ アセッ ト
（ 分母） 合計

ａ

所要自己資本額

ｂ = ａ ×4％

リ スク ・ アセッ ト
（ 分母） 合計

ａ

所要自己資本額

ｂ = ａ ×4％

65,237 2,609 62,004 2,480

３ ． 信用リ スクに関する事項

①標準的手法に関する事項

当Ｊ Ａ では自己資本比率算出にかかる 信用リ ス ク ・ アセッ ト 額は告示に定める 標準的手法

によ り 算出し ていま す。 ま た、 信用リ ス ク ・ アセッ ト の算出にあたって、 リ ス ク ・ ウ ェ イ ト

の判定に当たり 使用する 格付等は次のと おり です。

（ ア ） リ スク ・ ウェ イト の判定に当たり 使用する各付けは、 以下の適格格付機関による依頼格付

けのみ使用し 、 非依頼格付けは使用しないこと と し ています。

適格格付機関

株式会社格付投資情報セン タ ー（ R& I）

株式会社日本格付研究所（ JCR）

ム ーディ ーズ・ イ ン ベス タ ーズ・ サービ ス ・ イ ン ク （ M oody’s）

S& Pグロ ーバル・ レ ーティ ン グ（ S& P）

フ ィ ッ チレ ーティ ン グス リ ミ テッ ド （ Fitch）

（ 注）「 リ ス ク ・ ウ ェ イ ト 」 と は、 当該資産を保有する ために必要な自己資本比率額を算出する ために必要な掛目

のこ と です。

（ イ  ） リ スク ・ ウェ イト の判定に当たり 使用する適格格付機関の格付またはカント リ ーリ スク ・

スコアは、 主に以下のとおり です。

エクスポージャー 適格格付機関 カント リ ー・ リスク・ スコア

金 融 機 関 エ ク ス ポ ー ジ ャ ー 日本貿易保険

法人等向けエク ス ポージャ ー（ 長期） R& I、 Moody’s、 JCR、 S& P、 Fitch

法人向けエク ス ポージャ ー（ 短期） R& I、 Moody’s、 JCR、 S& P、 Fitch
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②信用リ スクに関するエクスポージャー（ 地域別、 業種別、 残存期間別）

及び三月以上延滞エクスポージャーの期末残高 （ 単位： 百万円）

令和３ 年度 令和４ 年度

信用リ スクに
関するエクス
ポージャーの
残高

三月以上延滞
エ ク ス ポ ー
ジャー

信用リ スクに
関するエクス
ポージャーの
残高

三月以上延滞
エ ク ス ポ ー
ジャー

う ち　 　
貸出金等

う ち債券
う ち　 　
貸出金等

う ち債券

国内 126,453 36,393 6,929 212 128,354 37,649 9,464 230

国外 － － － － － － － －

地域別残高計 126,453 36,393 6,929 212 128,354 37,649 9,464 230

法
　
　
　
　
　
　
　
　
　
人

農業 165 139 － 18 160 143 － 12

林業 － － － － － － － －

水産業 － － － － － － － －

製造業 － － － － － － － －

鉱業 － － － － － － － －

建設・ 不動産業 3 3 － － 3 3 － －

電気・ ガス・ 熱供給・ 水道業 － － － － － － － －

運輸・ 通信業 1,402 － 1,402 － － － － －

金融・ 保険業 77,163 707 － － 75,348 706 － －

卸売・ 小売・ 飲食・ サービ ス 業 327 327 － － 369 369 － －

日本国政府・ 地方公共団体 7,466 1,939 5,527 － 11,823 2,358 9,464 －

上記以外 6,605 736 － － 6,753 888 － －

個人 33,322 32,542 － 194 33,898 33,182 － 218

その他 11,528 － － － 11,363 － － －

業種別残高計 137,981 36,393 6,929 212 139,717 37,649 9,464 230

１ 年以下 73,186 238 1,402 72,344 238 604

１ 年超３ 年以下 1,489 884 604 800 799 －

３ 年超５ 年以下 1,532 1,522 10 1,614 1,604 10

５ 年超７ 年以下 1,633 1,633 － 1,642 1,642 －

７ 年超10年以下 4,429 2,504 1,925 4,188 2,265 1,922

10年超 32,296 29,308 2,988 37,677 30,749 6,928

期限の定めのないも の 23,416 304 － 21,452 352 －

残存期間別残高計 137,981 36,393 6,929 139,717 37,649 9,464

（ 注） １ ． 信用リ ス ク に関する エク ス ポージャ ーの残高には、 資産（ 自己資本控除と なる も の、 リ ス ク ・ ウ ェ イ ト の

みなし 計算が適用さ れる エク ス ポージャ ーに該当する も の、 証券化エク ス ポージャ ーに該当する も のを 除

く ） 並びにオフ ・ バラ ンス 取引及び派生商品取引の与信相当額を 含みま す。

　 　  ２ ．「 貸出金等」 と は、貸出金のほか、コ ミ ッ ト メ ント 及びその他のデリ バティ ブ以外のオフ ・ バラ ンス シート ・

エク ス ポージャ ーを含んでいま す。「 コ ミ ッ ト メ ント 」 と は、 契約し た期間およ び融資枠の範囲でお客様の

ご請求に基づき 、 金融機関が融資を実行する 契約のこ と をいいま す。「 貸出金等」 にはコ ミ ッ ト メ ント の融

資可能残高も 含めていま す。

　 　  ３ ．「 三月以上延滞エク ス ポージャ ー」 と は、 元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から ３ カ月以上延滞し て

いる エク ス ポージャ ーを いいま す。
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③貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額 （ 単位： 百万円）

区　 　 　 分

令和３ 年度 令和４ 年度

期首

残高

期中

増加額

期中減少額 期末

残高

期首

残高

期中

増加額

期中減少額 期末

残高目的使用 その他 目的使用 その他

一般貸倒引当金 112 111 － 112 111 113 113 － 113 113

個別貸倒引当金 217 209 － 217 209 209 209 － 209 209

（ 注） 令和４ 年度の一般貸倒引当金の期首残高には、 ㈱ジェ イ エイ 仙南サービス の2,336千円が加算さ れていま す。

④業種別の個別貸倒引当金の期末残高・ 期中増減額及び貸出金償却の額 （ 単位： 百万円）

区　 　 　 分

令和３ 年度 令和４ 年度

期首

残高
期中
増加額

期中減少額 期末

残高
貸出金
償却

期首
残高

期中
増加額

期中減少額 期末

残高
貸出金
償却目的使用 その他 目的使用 その他

国内 217 209 － 217 209 209 209 － 209 209

法
　
　
　
　
　
人

農業 － － － － － － － － － － － －

林業 － － － － － － － － － － － －

水産業 － － － － － － － － － － － －

製造業 － － － － － － － － － － － －

鉱業 － － － － － － － － － － － －

建設・ 不動産業 － － － － － － － － － － － －

電気・ ガス ・
熱供給・ 水道業

－ － － － － － － － － － － －

運輸・ 通信業 － － － － － － － － － － － －

金融・ 保険業 － － － － － － － － － － － －

卸売・ 小売・
飲食・ サービス業

－ － － － － － － － － － － －

その他 4 12 － 4 12 － 12 15 － 12 15 －

個人 212 197 － 212 197 － 197 194 － 197 194 －

業種別計 217 209 － 217 209 － 209 209 － 209 209 －

⑤信用リ スク削減効果勘案後の残高及びリ スク ・ ウェ イト 1 2 5 0 ％を適用する残高
（ 単位： 百万円）

令和３ 年度 令和４ 年度

信用リ ス ク 削減効果

勘案後残高

リ ス ク ・ ウ ェ イ ト 0％ 9,087 13,724

リ ス ク ・ ウ ェ イ ト 2％ － －

リ ス ク ・ ウ ェ イ ト 4％ － －

リ ス ク ・ ウ ェ イ ト 10％ 4,613 3,435

リ ス ク ・ ウ ェ イ ト 20％ 76,456 74,643

リ ス ク ・ ウ ェ イ ト 35％ 20,046 20,815

リ ス ク ・ ウ ェ イ ト 50％ 144 136

リ ス ク ・ ウ ェ イ ト 75％ 2,296 2,100

リ ス ク ・ ウ ェ イ ト 100％ 20,276 19,744

リ ス ク ・ ウ ェ イ ト 150％ 50 44

リ ス ク ・ ウ ェ イ ト 200％ － －

リ ス ク ・ ウ ェ イ ト 250％ 6,567 6,567

その他 － 13

リ ス ク ・ ウ エイ ト  1250％ － －

合　 　 　 計 139,535 141,221

（ 注） １ ． 信用リ スク に関する エク スポージャーの残高には、 資産（ 自己資本控除と なるも の、 リ スク・ ウェイト のみなし 計算が適用

さ れる エク スポージャーに該当するも の、 証券化エク スポージャーに該当するも のを除く ） 並びにオフ・ バランス取引及び

派生商品取引の与信相当額を含みます。

　 　  ２ ．「 格付あり 」 にはエク スポージャーのリ スク ・ ウェイト 判定において格付を使用し ているも の、「 格付なし 」 にはエク スポー

ジャーのリ スク ウェイト 判定において格付を使用し ていないも のを記載し ています。 なお、 格付は適格格付機関による依頼

格付のみ使用し ています。

　 　  ３ ． 経過措置によってリ スク ・ ウェイト を変更し たエク スポージャ ーについては、 経過措置適用後のリ スク ・ ウェイト によって

集計し ています。 また、 経過措置によってリ スク ・ アセット を算入し たも のについても 集計の対象と し ています。

　 　  ４ ． 1250％には、 非同時決済取引に係るも の、 信用リ スク 削減手法と し て用いる 保証又はクレジット ・ デリ バティ ブの免責額に

係るも の、 重要な出資に係るエク スポージャーなどリ スク ・ ウェイト 1250％を適用し たエク スポージャーがあり ます。
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①信用リ スク削減手法に関するリ スク管理の方針及び手続きの概要

「 信用リ ス ク 削減手法」 と は、 自己資本比率算出における 信用リ ス ク ・ アセッ ト 額の算出

において、 エク ス ポージャ ーに対し て一定の要件を満たす担保や保証等が設定さ れている 場

合に、 エク ス ポージャ ーのリ ス ク ・ ウ ェ イ ト に代えて、 担保や保証人に対する リ ス ク ・ ウ ェ

イ ト を適用する など 信用リ ス ク ・ アセッ ト 額を軽減する 方法です。

当Ｊ Ａ では、 信用リ ス ク 削減手法を「 自己資本比率算出要領」 にて定めていま す。

信用リ ス ク 削減手法と し て、「 適格金融資産担保」、「 保証」、「 貸出金と 自組合貯金の相殺」

を適用し ていま す。

◆適格金融資産担保付取引

エク ス ポージャ ーの信用リ ス ク の全部ま たは一部が、 取引相手ま たは取引相手のため

に第三者が提供する 適格金融資産担保によ って削減さ れている 取引をいいま す。 当Ｊ Ａ

では、 適格金融資産担保取引について信用リ ス ク 削減手法の簡便手法を用いていま す。

◆保証

被保証債権の債務者よ り も 低いリ ス ク ・ ウ ェ イ ト が適用さ れる 中央政府等、 我が国の

地方公共団体、 地方公共団体金融機構、 我が国の政府関係機関、 外国の中央政府以外の

公共部門、 国際開発銀行、 及び金融機関ま たは第一種金融商品取引業者、 こ れら 以外の

主体で長期格付を付与し ている も のを適格保証人と し 、 エク ス ポージャ ーのう ち適格保

証人に保証さ れた被保証部分について、 被保証債権のリ ス ク ・ ウ ェ イ ト に代えて、 保証

人のリ ス ク ･ ウ ェ イ ト を適用し ていま す。

◆貸出金と自組合貯金の相殺

①取引相手の債務超過、 破産手続開始の決定その他こ れら に類する 事由にかかわら ず、

貸出金と 自組合貯金の相殺が法的に有効である こ と を示す十分な根拠を有し ている こ

と 。

②同一の取引相手と の間で相殺契約下にある 貸出金と 自組合貯金をいずれの時点におい

ても 特定する こ と ができ る こ と 。

③自組合貯金が継続さ れないリ ス ク が監視及び管理さ れている こ と 。

④貸出金と 自組合貯金の相殺後の額が、 監視及び管理さ れている こ と 。

上記①～④の条件をすべて満たす場合に、 相殺契約下にある 貸出金と 自組合貯金の相殺後

の額を信用リ ス ク 削減手法適用後のエク ス ポージャ ー額と し ていま す。

担保に関する 評価及び管理方針は、 一定のルールのも と 定期的に担保確認及び評価の見直

し を行っていま す。 なお、 主要な担保の種類は自組合貯金です。

４ ． 信用リ スク削減手法に関する事項
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②信用リ スク削減手法が適用されたエクスポージャーの額 （ 単位： 百万円）

令和３ 年度 令和４ 年度

適格金融資産担保 保証 適格金融資産担保 保証

地方公共団体金融機構向け － － － －

我が国の政府関係機関向け － 1,402 － －

地方三公社向け － － － －

金融機関向け及び第一種金融商

品取引業者向け
－ － － －

法人等向け 25 － 25 －

中小企業等向け及び個人向け 3 9 2 8

抵当権付住宅ロ ーン － － － 17,148

不動産取得等事業向け － － － －

三月以上延滞等 － － － 35

証券化 － － － －

中央清算機関関連 － － － －

上記以外 － － － －

合　 　 　 計 28 1,411 27 17,191

（ 注） １ ．「 エク ス ポージャ ー」 と は、 リ ス ク にさ ら さ れている 資産（ オフ ・ バラ ンス を含む） のこ と を いい、 主

なも のと し て貸出金や有価証券等が該当し ま す。

　 　  ２ ．「 三月以上延滞等」 と は、 元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から ３ カ月以上延滞し ている 債務者

に係る エク ス ポージャ ー及び「 金融機関向け及び第一種金融商品取引業者向け」「 法人等向け」 等にお

いてリ ス ク ・ ウ ェ イ ト が 150％になったエク ス ポージャ ーのこ と です。

　 　  ３ ．「 証券化（ 証券化エク ス ポージャ ー）」 と は、 原資産にかかる 信用リ ス ク を 優先劣後構造のある 二以上

のエク ス ポージャ ーに階層化し 、 その一部ま たは全部を 第三者に移転する 性質を 有する 取引にかかる

エク ス ポージャ ーのこ と です。

　 　  ４ ．「 上記以外」 には、 現金・ 外国の中央政府及び中央銀行向け・ 国際決済銀行等向け・ 外国の中央政府等

以外の公共部門向け・ 国際開発銀行向け・ 取立未済手形・ 未決済取引・ その他の資産（ 固定資産等）

等が含ま れま す。

　 　  ５ ． 当Ｊ Ａ では「 ク レ ジッ ト ・ デリ バティ ブ」 について、 該当する 取引はあり ま せん。

５ ． 派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項
　 該当する 取引はあり ま せん。

６ ． 証券化エクスポージャーに関する事項
　 該当する 取引はあり ま せん。
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７ ． 出資その他これに類するエクスポージャーに関する事項

①出資その他これに類するエクスポージャーに関するリ スク管理の方針及び手続きの概要

「 出資その他こ れに類する エク ス ポージャ ー」 と は、 主に貸借対照表上の有価証券勘定

及び外部出資勘定の株式又は出資と し て計上さ れている も のであり 、 当Ｊ Ａ においては、

こ れら を①その他有価証券、 ②系統およ び系統外出資に区分し て管理し ていま す。

①その他の有価証券については中長期的な運用目的で保有する も のであり 、 適切な市場

リ ス ク の把握およ びコ ント ロ ールに努めていま す。 具体的には、 市場動向や経済見通

し など の投資環境分析及びポート フォ リ オの状況やＡ Ｌ Ｍなど を考慮し 、 理事会で運

用方針を定める と と も に経営層で構成する Ａ Ｌ Ｍ委員会を定期的に開催し て、 日常的

な情報交換及び意思決定を行っていま す。 運用部門は理事会で決定し た運用方針及び

Ａ Ｌ Ｍ委員会で決定さ れた取引方針など に基づき 、 有価証券の売買やリ ス ク ヘッ ジを

行っていま す。 運用部門が行った取引については企画管理部門が適切な執行を行って

いる かどう かチェ ッ ク し 定期的にリ ス ク 量の測定を行い経営層に報告し ていま す。

②系統出資については、 会員と し ての総会等への参画を 通じ た経営概況の監督に加え 、

日常的な協議を通じ た連合会等の財務健全化を求めており 、 系統外出資についても 同

様の対応を行っていま す。

なお、 こ れら の出資その他こ れに類する エク ス ポージャ ーの評価等については、 ①その

他有価証券については時価評価を行っ た上で、 取得原価と の評価差額については、「 その

他有価証券評価差額金」 と し て純資産の部に計上し ていま す。 ②系統およ び系統外出資に

ついては、 取得原価を記載し 、 毀損の状況に応じ て外部出資等損失引当金を設定し ていま

す。 ま た、 評価等重要な会計方針の変更等があれば、 注記表にその旨記載する こ と と し て

いま す。

②出資その他これに類するエクスポージャーの貸借対照表計上額及び時価 （ 単位： 百万円）

令和３ 年度 令和４ 年度

貸借対照表計上額 時価評価額 貸借対照表計上額 時価評価額

上　 場 － － － －

非上場 6,796 6,796 6,707 6,707

合　 　 　 計 6,796 6,796 6,707 6,707

（ 注）「 時価評価額」 は、 時価のある も のは時価、 時価のないも のは貸借対照表計上額の合計額です。

③出資その他これに類するエクスポージャーの売却及び償却に伴う 損益

該当する 取引はあり ま せん。

④貸借対照表で認識され、 損益計算書で認識されない評価損益の額

（ 保有目的区分をその他有価証券としている株式・ 出資の評価損益等）

該当する 取引はあり ま せん。
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⑤貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額

（ 関連会社株式の評価損益等）

該当する 取引はあり ま せん。

８ ． リ スク ・ ウェ イト のみなし計算が適用されるエクスポージャーに関する事項

該当する 取引はあり ま せん。

９ ． 金利リ スクに関する事項

①金利リ スクの算定手法の概要

金利リ ス ク と は、 金利変動に伴い損失を被る リ ス ク で、 資産と 負債の金利又は期間のミ

ス マッ チ が存在する 中で金利が変動する こ と によ り 、 利益が減少ないし 損失を 被る リ ス

ク をいいま す。

当Ｊ Ａ では、 金利リ ス ク 量を計算する 際の基本的な事項を「 金利リ ス ク 量計算要領」 に、

ま たリ ス ク 情報の管理・ 報告にかかる 事項を「 余裕金運用等にかかる リ ス ク 管理手続」 に

定め、 適切なリ ス ク コ ント ロ ールに努めていま す。 具体的な金利リ ス ク 管理方針およ び手

続については以下のと おり です。

◆リ ス ク 管理の方針およ び手続の概要

①リ ス ク 管理およ び計測の対象と する 金利リ ス ク の考え方およ び範囲に関する 説明

　 当Ｊ Ａ では、 金利リ ス ク を重要なリ ス ク の一つと し て認識し 、 適切な管理体制のも と

で他の市場リ ス ク と 一体的に管理をし ていま す。 金利リ ス ク のう ち銀行勘定の金利リ ス

ク （ IRRBB） につい ては、 個別の管理指標の設定やモニタ リ ン グ体制の整備など によ

り 厳正な管理に努めていま す。

②リ ス ク 管理およ びリ ス ク の削減の方針に関する 説明

　 当Ｊ Ａ は、 Ａ Ｌ Ｍ委員会のも と 、自己資本に対する IRRBB の比率の管理や収支シミ ュ

レ ーショ ンの分析など を行いリ ス ク 削減に努めていま す。

③金利リ ス ク 計測の頻度

　 毎月末を基準日と し て、 月次で IRRBB を計測し ていま す。

◆金利リ ス ク の算定手法の概要

　 当Ｊ Ａ では、経済価値ベース の金利リ ス ク 量（ ⊿ EVE） については、金利感応ポジショ

ンにかかる 基準日時点のイ ールド カーブに基づき 計算さ れたネッ ト 現在価値と 、 標準的

な金利ショ ッ ク を与えたイ ールド カーブに基づき 計算さ れたネッ ト 現在価値の差によ り

算出し ており 、金利ショ ッ ク の幅は、上方パラ レ ルシフト 、下方パラ レ ルシフ ト 、ス ティ ー

プ化の３ シナリ オによ る 金利ショ ッ ク （ 通.貨ごと に異なる ショ ッ ク 幅） を 適用し てお

り ま す。

①流動性貯金に割り 当てら れた金利改定の平均満期

　 流動性貯金に割り 当てら れた金利改定の平均満期は 1.251年です。

87

　 Ⅴ　 自己資本の充実の状況



②流動性貯金に割り 当てら れた最長の金利改定満期

　 流動性に割り 当てら れた最長の金利改定満期は5年です。

③流動性貯金への満期の割り 当て方法（ コ ア貯金モデル等） およ びその前提

　 流動性貯金への満期の割り 当て方法については、 金融庁が定める 保守的な前提を採用

し ていま す。

④固定金利貸出の期限前返済や定期貯金の早期解約に関する 前提

　 固定金利貸出の期限前返済や定期貯金の早期解約について考慮し ていま せん。

⑤複数の通貨の集計方法およ びその前提

　 通貨別に算出し た金利リ ス ク の正値を合算し ていま す。 通貨間の相関等は考慮し てい

ま せん。

⑥ス プレ ッ ド に関する 前提（ 計算にあたって割引金利やキャ ッ シュ ・ フロ ーに含める か

ど う か）

　 一定の前提を置いたス プレ ッ ド を考慮し てキャ ッ シュ ・ フ ロ ーを展開し ていま す。

　 なお、 当該ス プレ ッ ド は金利変動ショ ッ ク の設定上は不変と し ていま す。

⑦内部モデルの使用等、 ⊿ EVE およ び⊿ NII に重大な影響を及ぼすその他の前提

　 内部モデルは使用し ており ま せん。

⑧計測値の解釈や重要性に関する その他の説明

　 該当あり ま せん。

◆⊿ EVE およ び⊿ NII 以外の金利リ ス ク を計測し ている 場合における 、 当該金利リ ス

ク に関する 事項

①金利ショ ッ ク に関する 説明

　 リ ス ク 資本配賦管理と し て VaR で計測する 市場リ ス ク 量を算定し ていま す。

②金利リ ス ク 計測の前提およ びその意味（ 特に、 農協法自己資本開示告示に基づく 定量

的開示の対象と なる ⊿ EVE およ び⊿ NII と 大き く 異なる 点）

　 特段あり ま せん。
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②金利リ スクに関する事項 （ 単位： 百万円）

IRRBB１ ： 金利リ スク

項番
⊿EVE ⊿NII

令和３ 年度 令和４ 年度 令和３ 年度 令和４ 年度

1 上方パラ レ ルシフ ト 448 961 29 17

2 下方パラ レ ルシフ ト 0 0 0 6

3 ス テ ィ ー プ 化 772 1,283 　 　

4 フ ラ ッ ト 化 0 0 　 　

5 短 期 金 利 上 昇 0 0 　 　

6 短 期 金 利 低 下 16 116 　 　

7 最 大 値 772 1,283 29 17

　 　 令和３ 年度 令和４ 年度

8 自 己 資 本 の 額 6,782 7,112

（ 注） １ ．「 ⊿ EVE」 と は、 金利リ ス ク のう ち、 金利ショ ッ ク に対する 経済的価値の減少額と し て計測さ

れる も のです。

　 　  ２ ．「 ⊿ NII」 と は、 金利リ ス ク のう ち、 金利ショ ッ ク に対する 算出基準日から 12か月を 経過する

日ま での間の金利収益の減少額と し て計測さ れる も のです。

　 　  ３ ．「 上方パラ レ ルシフ ト 」 と は、 通貨およ び将来の期間ご と に、 当該通貨およ び当該将来の期間

に応じ た算出基準日時点のリ ス ク フ リ ー・ レ ート に、 別に定める パラ レ ルシフ ト に関する 金利

変動幅を 加える 金利ショ ッ ク のこ と です。

　 　  ４ ．「 下方パラ レ ルシフ ト 」 と は、 通貨およ び将来の期間ご と に、 当該通貨およ び当該将来の期間

に応じ た算出基準日時点のリ ス ク フ リ ー・ レ ート に、 別に定める パラ レ ルシフ ト に関する 金利

変動幅にマイ ナス １ を 乗じ て得た数値を 加える 金利ショ ッ ク のこ と です。

　 　  ５ ．「 ス ティ ープ化」 と は、 通貨およ び将来の期間ご と に、 当該通貨およ び当該将来の期間に応じ

た算出基準日時点のリ ス ク フ リ ー・ レ ート に、 別に定める 算式を 用いて得た金利変動幅を 加え

る 金利ショ ッ ク のこ と です。

　 　  ６ ．「 フ ラ ッ ト 化」 と は、 通貨およ び将来の期間ご と に、 当該通貨およ び当該将来の期間に応じ た

算出基準日時点のリ ス ク フ リ ー・ レ ート に、 別に定める 算式を 用いて得た金利変動幅を 加える

金利ショ ッ ク のこ と です。

　 　  ７ ．「 短期金利上昇」 と は、 通貨およ び将来の期間ご と に、 当該通貨およ び当該将来の期間に応じ

た算出基準日時点のリ ス ク フ リ ー・ レ ート に、 別に定める 算式を 用いて得た金利変動幅を 加え

る 金利ショ ッ ク のこ と です。

　 　  ８ ．「 短期金利低下」 と は、 通貨およ び将来の期間ご と に、 当該通貨およ び当該将来の期間に応じ

た算出基準日時点のリ ス ク フ リ ー・ レ ート に、 短期金利上昇に関する 金利変動幅にマイ ナス １

を 乗じ て得た数値を 加える 金利ショ ッ ク のこ と です。
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